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広域職員研修局の取組状況

広域連合の事業を円滑に行うためには、
幅広い視野で広域課題に取り組みことがで
きる能力を身に付けるとともに、職員間の
交流を活発にすることが必要

次期広域計画に次の３つの重点方針を掲げる
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事業実施の重点方針（３本柱）

１ 幅広い視野を有する職員の養成及び
業務執行能力の向上

２ 構成団体間の相互理解及び人的
ネットワークの形成

３ 研修の効率化
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具体的な取組①
（１）政策形成能力研修の実施

関西における共通の政策課題等をテーマとして
政策立案研修を２泊３日の合宿形式により実施。
平成25年度は、広域観光（外国人誘客政策）を
テーマに京都府京都市で実施。

【実施日】 第1回目：9/11 9/13
第2回目：10/28 10/30

【受講対象者】 30歳代の若手職員（採用10年目程度）
【受講人数】 75名 3



4

平成２５年度
政策形成能力研修の概要 １

★ 公共政策概論 ★

政策の組立手法について

【 指導講師 】
大森 彌 氏
・東京大学名誉教授
・地域活性化センター

全国地域リーダー養成塾塾長
・総務省自治大学校講師
・NPO法人地域ケア政策ネットワーク

代表理事
等
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平成２５年度
政策形成能力研修の概要 ２

★ 広域観光 ★

・関西広域連合における広域観光の
取組について

・アジアからのインバウンド※のあり方や
関西の広域観光のあり方等について

【 指導講師 】
坂上 英彦 氏（京都嵯峨芸術大学教授）

※インバウンド＝国際誘客
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平成２５年度
政策形成能力研修の概要 ３

★ 広域観光 ★

・インバウンドの取組について
インバウンド政策の現状、課題、成功
するための秘訣等についての講義

【 指導講師 】
山田 圭一郎 氏
・JTIC.SWISS代表
・観光庁「外国人旅行者に対する地域資源
の意識調査事業検討委員会」委員

等
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平成２５年度
政策形成能力研修の概要 ４

★ グループワーク ★
【現地調査】
・株式会社 庵
「京町家ステイ事業」による外国人誘客

・公益財団法人京都文化交流
コンベンションビューロー

京都文化の発信や外国人誘客等
財団の取組について

【政策立案演習】
各グループでの政策立案・発表



具体的な取組②
（２）団体連携型研修の実施

各団体が主催する研修に他団体からの職員を相
互に受講させる取組を、平成24年度から本格的に
開始している。

【実施目的】
・自団体にはない研修メニューの提供
・他団体の職員とともに受講することで、各団体の地域性
や多種多様な考え方等を理解し合い、広範な人脈づくり
を行う。
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【対象とする研修】

各団体が実施する研修の中で独自性が認められる研修や、
職員の資質向上や人的交流に資する研修
平成２４年度は１２研修で１０４名、
平成２５年度は２０研修で１５３名が受講
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平成２４年度
滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 合計

連携研修（主催）数 1 1 1 2 2 1 1 1 1 1 12
受講実績（人） 4 10 7 15 31 6 11 2 11 7 104

平成２５年度
滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 合計

連携研修数 2 1 1 1 4 3 2 1 1 4 20
受講実績（人） 7 12 5 30 52 1 11 11 19 5 153
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【平成25年度実施の団体連携型研修①】

・ 琵琶湖の研究現場体験 滋賀県
・ 資源としての歴史文化遺産 滋賀県
・ 手話研修 京都府
・ キャリアデザイン研修 大阪府
・ 管理職政策づくり合同研修 兵庫県
・ データを活用した政策形成講座 徳島県
・ 歴史に根ざした阿波文化リレー講座 徳島県
・ 自然災害のリスクマネジメント講座 徳島県
・ いけるよ！徳島経済講座 徳島県
・ 企業決算の見方研修（基礎） 和歌山県
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【平成25年度実施の団体連携型研修②】

・ メディア対応研修 和歌山県
・ レベルアップセミナー 和歌山県
・ 都市経営改革研修（組織・制度改革） 京都市
都市経営改革研修（リーダーシップ） 京都市

・ 人権問題研修（管理者層） 大阪市
・ 意識改革セミナー 堺市
・ 震災ロールプレイ研修 神戸市
・ 応対リーダー養成研修 神戸市
・ 政策法務研修 神戸市
・ 職場のマネジメント研修 神戸市



具体的な取組③
（３）ＷＥＢ型研修の実施

研修の効率化を図る観点から、
インターネットを活用し、複数
の会場で他団体の研修を受講
する取組について試行している。
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【平成２５年度の取組】

和歌山県主催の下記の研修において、広域連合の
構成府県市の職員を対象に初めてＷＥＢ型研修を実施。

○政策形成能力開発研修（講義拝聴型で実施）
日時：平成25年8月1日（木）
受講者：30名（サテライト会場受講者）
※本部事務局会議室、兵庫県
自治研修所へ配信

○民法講座（主会場との双方向型で実施）
日時：平成26年2月3日（月） 4日(火）
受講者：14名（サテライト会場受講者）
※本部事務局会議室へ配信 13



その他の取組
平成２３年度及び平成２４年度の

政策形成能力研修の受講修了者を対象
に、ＯＢ研修会を実施。
【講師】
・大森彌氏(東京大学名誉教授）
・椎川忍氏（前総務省自治財政局長）

【研修概要】
今後の地方行政の行方やこれからの
公務員に求められること等

【受講者】
38名 14


